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特集 成熟日本の戦い方：化学・素材産業の環境変化を例として

Ⅰ　世界の素材産業の中における日系企業の位置づけ
Ⅱ　素材産業を取り巻く外部環境とその影響
Ⅲ　 3タイプ別のソリューション導入事例
Ⅳ　知財活用によるビジネスモデル革新に向けての提案

C O N T E N T S

要　約

知財活用によるエコシステムドライバーへの
ビジネスモデル革新

1	 従来、日本の素材企業は差別化した素材で戦ってきた。今後、知財を活用したエコシス
テム構築という新たな強みを獲得することが経営課題となっている。

2	 世界の素材市場における日本企業の売上シェアを推計したところ、12～17％と一定の存
在感を有している。一方、日本の素材企業の利益率は、特殊化学ならびに鉄鋼では善
戦しているものの、その他の素材では他国より低くなっている。

3	 今後、外部環境変化の激変が予想される。中国製品の輸出圧力による市場競争の激化、
すり合わせ開発の強み消失、経済安全保障や循環経済による地産地消への要請、燃料
や生産工程の脱炭素化要請への対応、の 4つの変化が注目される。

4	 素材産業を 3タイプ（汎用材料、優良材料、オンリーワン材料）に分け、外部環境の影
響をタイプ別に考察した。 3タイプとも外部環境変化の影響を受けると予想され、ビジ
ネスモデルを変革していく必要性が高まっている。

5	 今後、エコシステムドライバーの地位を安定的に獲得・維持するには、バリューチェー
ン上の外部企業との連携が戦略的に重要となってくる。提携するうえで「知財の活用」
が大きなカギとなる。知財を「新たな市場獲得のための攻める武器」として捉え直し、
社内体制を整え、「攻めのオープン知財戦略」の推進が重要となる。

6	 推進上の課題としては、①エコシステムにおける知財活用の方策、②クローズ・オープ
ンにすべき自社の強みの明確化③プットフォームビジネスの強みの獲得④ビジネスアー
キテクトの育成⑤組織・管理機能強化とコーポレートとしての事業構想力の向上、の 5
点が挙げられる。

中川隆之 林  力一



21知財活用によるエコシステムドライバーへのビジネスモデル革新

Ⅰ	世界の素材産業の中における
	 日系企業の位置づけ

1	 世界市場の概観と
	 エリア企業別のシェア

日本の素材企業は、世界中で一定の存在感
を誇っている。図 1 に日本、中国、米国、欧
州、韓国、台湾の各国・地域における素材企
業の売上合計構成割合を示す。本稿では素材
産業として非鉄、セメント・ガラス、鉄鋼、
化学（汎用、特殊）を対象として、売上規模
500億円以上の素材上場企業717社を分析対象
とした。なお、本社のあるエリア別に企業の
売上シェアを示している。

2023年における素材企業の売上は、日本、
欧州、米国、中国、韓国、台湾のエリア合計
で431兆円となっている。日系企業111社は各

素材の中で世界シェア12～17％を占めてお
り、一定の存在感を示している。

エリアごとに比較すると中国系企業の存在
感が大きい。非鉄、セメント・ガラスの領域
では、中国系企業の売上シェアは非鉄で61
％、セメントで54％と過半数を占めており、
圧倒的な存在感を示している。鉄鋼、汎用化
学品の領域では、中国系企業のシェアは35％
前後と高いものの、残りを日本、欧州、米
国、台湾・韓国の各エリア企業で分け合って
いる。特殊化学品はほかの素材とは異なり、
欧州系企業と米系企業の存在感が高く、次い
で日系企業と中国系企業がシェアを分ける構
図となっている。

2000年以降、中国は国内のインフラ整備
（主として鉄道、道路、電力向け投資）を進
めており、セメント・ガラス、非鉄（アル

図1　世界の素材産業における日本企業の位置づけ
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ミ、銅など）、鉄鋼の素材企業は年率10％を
超える売上成長を達成しており、世界の中で
大きな存在感を示してきた。また、特殊化学
品の分野では、中国、韓国、台湾系企業が近
年、年率20％を超える売上成長を達成してい
る。

この理由として、これらの国ではEV（電
気自動車）や電池、エレキ分野の産業を育成
しており、各自国内での内需向け素材市場の
獲得を追い風として、売上拡大を図ってきた
ことが挙げられる。

2	 素材別・エリア別の企業の
	 売上高利益率の比較

2023年における素材別・エリア別の売上高
利益率の関係を図 2 に示す。エリア別に比較
すると、欧州系企業ならびに米系企業の収益
性は高い。日系企業は特殊化学ならびに鉄鋼
の領域では善戦しているが、その他の素材で

は他国より利益率が低くなっている。
中国系企業が世界市場で圧倒的なシェアを

占めているセメントや非鉄分野において、欧
州系企業の収益性が高くなっていることが注
目される。高収益企業では、単なる製品販売
だけではなく、事業全体のバリューチェーン
において工夫して他社が新規参入しづらい障
壁（＝ビジネスモデル）を構築し、高い利益
率を確保することに成功している。

たとえば、セメントで高収益を得ているホ
ルシム（スイス）は、成長する海外の地場企
業を買収するとともに、発注システムのデジ
タル化を推進し、納期短縮とともにコスト競
争力を獲得している。欧州系企業では海外地
場企業を買収し、国際的に標準化された企業
間インターフェイス（EDIFACTなど）を利
用し、欧州で培った自社のデジタルバックボ
ーン（基幹系システム）をそのまま利用する
ことに成功している。こうすることで、買収

図2　素材・エリア別の企業の売上高利益率（2023年）
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出所）非鉄80社、セメント・ガラス69社、鉄鋼93社、汎用化学261社、特殊化学214社の財務データより作成
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した企業の生産性を短期間で先進国並みに向
上させ、創出されたキャッシュフローで株式
時価総額を上げ、企業価値を向上させること
に成功している。限界費用ゼロのソフトウエ
アを利用した、雪だるま式の事業のスケール
アウトを可能とするビジネスモデルといえる
だろう。

また、非鉄企業のアウルビス（ドイツ）
は、循環経済の制度的要請で先行する欧州内
で、銅スクラップを回収・分別する効率的な
リサイクルの仕組みをいち早く構築すること
によって、銅製錬において高収益を得てい
る。スクラップを回収する仕組みをつくると
ともに、回収したスクラップの中から、銅成
分を効率的に分別する設備を導入することで
他社との差別化に成功している。

鉄の分野では日系企業と米系企業が健闘し
ている。日本の場合、国内で余剰となった設
備の統廃合を、大胆な企業統合と血のにじむ
努力により進めることで実現し、最新鋭設備
とその稼働率の向上を図り、企業価値を高め
た。さらに、海外での投資を先行して進める
ことによって、収益を劇的に回復することに
成功している。

化学分野では、特殊化学品が汎用化学品に
比べて利益率が高い。また特殊化学品におい
ては、日本、中国ならびに欧州系企業の利益
率が高い。日本の化学企業は、半導体材料な
ど高付加価値分野でのニッチ市場における製
品の差別化によって世界ナンバーワンシェア
の材料を保有している企業が多い。欧州系企
業と収益率は同じ水準にあり、善戦している
といえよう。

一方、欧州系企業は自社で得意な製品に特
化し製品差別化を進めるとともに、第Ⅲ章で

後述する「ソリューション型のビジネスモデ
ル」の導入に成功している企業の多いことが
注目される。

3	 S 字カーブにおける
	 日系素材企業の戦い方

中国系企業や台湾系・韓国系企業が台頭し
てきた素材市場の中で、日系企業は一定の世
界市場シェアを維持してきた。特に鉄鋼と特
殊化学品は、主として大胆な企業統合や素材
製品の差別化戦略によって収益を獲得してき
たといえよう。

日本の各素材企業の状況を S 字カーブで
表現すると、図 3 のように整理できる。 S
字カーブの左側、黎明期から成長前期までは
素材性能の製品差別化戦略で勝負できるた
め、技術に秀でる日本の素材企業は強い。一
方、変局点を超え、後発の新興国企業が参入
してくると、コスト競争に巻き込まれ、利益
面で苦戦を強いられる構図となっている。

現状、特殊化学品は製品品質の差別化によ

図3　 S字カーブと日本素材企業の戦い方の概念図
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って勝負できているが、その他の素材分野の
素材は製品品質の差別化のみでは競争が難し
くなっている。

従来、日系企業は新しい素材を開発し、後
発企業が参入してくるまでに収益を獲得し、
稼いだキャッシュを新たなオンリーワン素材
開発につなげて成長するビジネスモデルを得
意としてきた。たとえば、航空機や風力発電
のブレードで使われている炭素繊維は、日系
企業が高いシェアを獲得している。この炭素
繊維の開発に着手したのが1960年代であり、
本格的に普及してきたのは1990年代である。
この30年間は収益面で苦戦していたが、ほか
の素材事業からの収益を炭素繊維の開発投資
に我慢強く投入してきたことが日系企業の勝
因となり、現在の高いシェア獲得につながっ
ている。

しかし近年、顧客の製品ライフサイクルが
短くなり、採用された素材が利用される期間
も徐々に短くなっているようである。すなわ
ち、 S 字カーブの左側の市場成長期の期間
が短縮されており、せっかく新しい差別化が
できる素材を開発しても、競合企業のキャッ
チアップの速度が速くなり、十分なキャッシ
ュを回収できなくなっていることが危惧され
る。日本の素材企業にとっては、新たなビジ
ネスモデルの構築が求められているといえよ
う。

一方、欧州系企業の中には、 S 字カーブ
の変局点の右側領域にも収益性の高い企業が
存在している。収益を獲得できる理由として
は、巧みなビジネスモデルの採用が挙げられ
る。第Ⅱ章で外部環境変化を考察した後、第
Ⅲ章でビジネスモデルとしてのソリューショ
ン導入事例について検討していくこととす

る。

Ⅱ	素材産業を取り巻く
	 外部環境とその影響

第Ⅰ章で、足元の世界の素材市場における
日系企業の位置づけを分析してきた。今後、
素材産業に対して大きな影響を及ぼす外部環
境変化として、次の 4 つの要因が注目され
る。日本の素材企業としては、これらの外部
環境変化を考慮して中長期的な方策を講じて
いくことが求められている。

Ⓐ　中国製品の輸出圧力による市場競争の激
化
素材市場にとって世界最大の中国市場が成

長から成熟へと移行している。今後、中国国
内で製造されている素材の中で、輸出競争力
のある製品が海外市場に輸出されるとデフレ
圧力がさらに増大する可能性がある。

Ⓑ　すり合わせ開発の強み消失
研究開発の分野においては、MI（マテリ

アルズ・インフォマティクス）などデジタル
技術の活用が進んでいる。各社がこの技術を
取り入れると、開発期間のスピードがさらに
速まることが予想される。

日本の素材企業では、主として開発営業が
顧客の研究開発陣とのすり合わせによって自
社製品を周知し、設計の段階で自社製品を採
用してもらうモデルを得意としている。今
後、競合となる新興国企業がMIを先に導入
すると、日本の競争力が低下することが危惧
される。

また、素材産業の顧客業界ではPLM（製
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品ライフサイクル管理）などを利用したデジ
タルツインの導入が進んでいる。概要設計の
段階で、サイバー空間において製品の仕様が
決定されるケースが増えている。この際、設
計プラットフォーム上に自社の材料仕様が採
用されていない素材企業は、購買対象から排
除されるケースが増加することも予想され
る。特に、非鉄分野や汎用化学品など汎用素
材分野で影響を受けることが想定される。

Ⓒ　経済安全保障や循環経済による地産地消
への要請
従来、エレクトロニクス材料は日系企業が

強く、日本国内で素材を生産している。素材
の顧客となる部品や製品組立企業は海外にシ
フトしているため、輸出量が増加していた。
しかし、経済安全保障への関心が高まってお
り、素材の海外現地での製造が求められてい
る。

また、循環経済の潮流が高まっており、現
地で回収したリサイクル材料を現地で再利用
することの一貫として、電池の利用履歴情報
を明確にすることが義務づけられている。そ
れに加えて、欧州では電池や自動車のリサイ
クル材の利用促進の規制強化が始まり自動車
向けの材料に一定割合のリサイクル材を活用
することが義務づけられるなど、今後、リサ
イクル材の現地での利用拡大が義務づけられ
ている。

利用できる材料がエリア内で限定される仕
組みを海外で構築されてしまうと、その仕組
みに入っていない日本の素材企業は排除され
てしまうリスクが高まる。一方、仕組みをつ
くる側に立てると、後発参入企業に対して参
入障壁を構築することが可能となる。

Ⓓ　燃料や生産工程の脱炭素化要請への対応
エネルギー多消費産業である鉄鋼、化学、

セメントにおいて、大きな影響が想定され
る。これらの産業では、原料ならびに燃料と
して化石燃料が多く利用されてきた。今後、
脱炭素化した燃料（水素など）や新工法への
切り替えが求められている。たとえば、鉄鋼
業界では、原料炭の代わりに水素によって鉄
鉱石を還元する水素還元法の導入検討が進め
られている。また、化学業界では、回収した
CO2を化学製品原料として再利用する工法開
発が進められている。これらの生産工程の切
り替えには多くの設備投資が必要となり、素
材企業間の競争力を変化させる可能性があ
る。

上記Ⓐ〜Ⓓの 4 つの要因が素材産業に及ぼ
す影響を考察する際、非鉄、セメント・ガラ
ス、鉄鋼、化学（汎用、特殊）といった素材
別の区分けでは、提供している機能やビジネ
スモデルの差異がつかみづらくなる。本稿で
は、材料要求性能と仕様順守の許容度から、
素材産業をあらためて次の 3 つに再分類（図
4 ）したうえで外部環境の影響を考察するこ
ととした。

①　汎用材料タイプ：機能よりコストが重視
される材料
多数の競合素材企業が同等性能の材料を製

造できるタイプの製品である。仕様基準に対
するバラツキの許容度も広いため、設備投資
を行うことにより、後発企業でもキャッチア
ップが比較的容易である。非鉄金属（銅、ア
ルミ）、セメント、汎用鉄鋼品、汎用化学品
が当てはまり、このタイプに属する材料では
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主としてコストが重視される。
この結果、「規模の経済」でのコストリー

ダーシップ戦略が可能となる規模の大きい企
業が有利となり中国系企業の存在感が高まっ
ている製品タイプである。

②　優良材料タイプ：顧客密着による改善改
良が重視される材料
複数の競合他社が類似製品を開発している

競争環境下ではあるものの、顧客の要求性能
も日々変化しており、顧客ニーズに即した改
善改良的な要求に迅速に応えることによって
他社と差別化できる。素材産業としては、特
殊鋼や特殊化学品が該当する。

この製品は市場規模が大きくなり、競合企

業が多数参入してくると、やがて①汎用材料
タイプとなることが多い。

③　オンリーワン材料タイプ：世の中に類似
品が存在しない材料
先行的な研究開発投資によって世界でオン

リーワンの素材を開発し、先端顧客の要求性
能が高い用途に独占的に提供するモデルであ
る。当初は用途が限定されるが、その後、新
たに利用できる用途を発見していくことによ
って事業拡大を図ることになる。この製品
は、各素材企業の研究所において開発してい
る新素材が該当する。

当初はオンリーワンであるが、その後、新
たな用途が開発され、競合他社が類似製品を

図4　材料の要求特性と仕様順守による区分け

材料機能ニーズが
常に向上するケース
（＝材料要求性能 高）

仕様順守

①汎用材料

低・中

②
優良材料

③
オンリーワン
材料

材料性機能ニーズは
一定のケース

（＝材料要求性能 中低）

仕様に対して
バラツキが少ない
（＝仕様順守 高）

仕様に対して
バラツキが大きい
（＝仕様順守 中低）

①汎用材料：要求機能品質は一定であり、
　仕様順守に対する要求は低い

②優良材料：材料の要求機能ニーズは
　一定であるが、仕様順守に対する要求が高い

③オンリーワン材料：世の中になかった
　新しい機能を発現するオンリーワン製品

仕様性能に対する
バラツキ

仕様性能に対する
バラツキ

時間軸 時間軸

材
料
性
能

材
料
性
能

ー　仕様性能　＋ー　仕様性能　＋

出
現
頻
度

出
現
頻
度

材
料
要
求
性
能

高

高

中
低

材料機能に対するニーズ

材料機能に対するニーズ



27知財活用によるエコシステムドライバーへのビジネスモデル革新

開発し参入してくることにより②優良材料タ
イプへと移行するケースが多い。

上記①〜③の 3 つの素材タイプごとに、先
ほど述べた 4 つの外部環境変化による影響を
考察していく（表 1 ）。材料タイプごとに影
響は異なっているものの、 4 つの外部環境変
化は素材産業に大きな影響を及ぼすと思われ
る。

1	 汎用材料タイプへの影響
汎用材料は、鉄鋼や汎用化学品など原料製

造に多くのエネルギーを必要とする。このた
め、 3 つの素材分類タイプ中で脱炭素化要請
の影響を最も大きく受ける。また、汎用材料
はエネルギーの利用量が大きく数量も多いこ
とから、循環経済の規制対象となりやすい。

汎用材料タイプの素材は、もともと品質で
の差別化が行いづらい。さらに新興国の素材
企業の方が日系企業より設備が新しく規模が
大きいケースが多く、コスト面で日系企業は
どうしても不利な状況となる。これらに対す
る方策としては、製造・販売事業のケイパビ

リティを有する企業との提携が重要な論点と
なる。

一方、資源の循環経済への対応には、技術
や仕組み構築による差別化の可能性がある。
つまり、回収した材料を再びリサイクル材と
して利用する際の「技術面での差別化」や

「回収する仕組みの先行的な構築」による参
入障壁構築の可能性である。

資源の循環経済への対応には、第Ⅳ章で詳
細に説明する攻めのオープン知的財産（知
財）活用によるバリューチェーン上の外部企
業と緊密に連携した、循環経済の仕組みの構
築が必要となる。このため、他社に対して材
料情報やリサイクル技術情報などの技術情報
の開示や情報共有の仕組みが、戦略実現上、
重要となると考えられる。

2	 優良材料タイプへの影響
優良材料タイプは、これまで個別の顧客ニ

ーズにきめ細かく対応することで成功してき
た。今後は、中国系、台湾系、韓国系企業と
の競争が激しくなり、単に材料販売のみにと
どまるとやがて汎用材料タイプとなり、価格

表1　外部環境と素材 3タイプ別への影響

素材の製品
タイプ

外部環境変化

Ⓐ中国製品の輸出圧
力による市場競争の
激化

Ⓑすり合わせ開発の
強み消失

Ⓒ経済安全保障や循
環経済による地産地
消への要請

Ⓓ燃料や生産工程の
脱炭素化要請への対
応

①汎用材料タイプ ◎ ○ ◎ ◎

②優良材料タイプ ○ ◎ ◎ 〇

③オンリーワン
　材料タイプ △ ◎ ○ △

※ ◎＞〇＞△の順番で外部環境の影響が大きい



28 知的資産創造／2025年3月号

競争に巻き込まれてしまうことが危惧され
る。

競争優位性を維持するには、モノの品質以
外にソリューションサービスまでを提供する
ことで差別化を図り、競合他社に対する参入
障壁を構築することが重要となる。ソリュー
ションサービスとしては、顧客の製品開発リ
ードタイプ短縮に貢献する各種技術情報の提
案、さらに新規顧客開拓においては製品開発
時の材料選定を円滑・迅速に行うことを支援
するデジタルツールのソリューション提供な
どが想定される。これらの方策を実現する際
には、「デジタルツールを活用した知財のオ
ープン化のあり方」がより重要な論点となっ
てくると予想される。

3	 オンリーワン材料タイプへの影響
オンリーワン材料タイプ企業にとって、競

合相手がMIで武装し、キャッチアップする
スピードを加速することが最大の脅威となっ

ている。今後、競合企業のキャッチアップが
進むと、 S 字カーブの変局点の左側での収
益を得られる期間が短くなっていくと予想さ
れる。

この対応策としては、 S 字カーブの変局
点が右に移動した後でも収益を獲得し続けら
れる仕組みを、素材開発の段階から準備して
おくことが重要となってくる。

以上、 3 つの素材タイプごとに外部環境の
影響を俯瞰してきたが、いずれのタイプにお
いても、材料という「モノ」だけではなく、
新たにソリューション領域での付加価値提供
を行う必要性が高まっているといえよう。図
5 に今後目指すべき S 字カーブ上でのビジ
ネスモデルの概念を示す。

従来、日本の素材企業は製品の差別化によ
るエントリー戦略を重視してきた。優良材料
タイプやオンリーワン材料タイプを保有して
いる企業は、従来の材料において品質面での
差別化で戦ってきた。今後は、後発参入して
くる競合他社に対して、ソリューション領域
での参入障壁を加えていくことがより重要と
なる。すなわち、 S 字カーブの変局点とな
る前に事前準備を進め、成長後期になっても
収益を得られる仕組みを構築しておくことを
検討すべきであろう。

具体的には、市場環境が変化する中で S
字カーブの変局点を超えた後の「参入障壁」
として、特許などを活用してバリューチェー
ン上の仕組み構築を図ることが重要となって
いる。事業戦略として、「商品、顧客、顧客
の付加価値」を明確にしたうえで、競合他社
に対する「参入障壁」を立案する際に、 S
字カーブの変局点の前後で戦い方を変える

図5　 S字カーブにおけるギアチェンジとしての知財戦略の活用
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（＝ギアチェンジ）のである。
この仕組みをつくる際に、自社の知財や川

下の提携先の知財を技術提携・共有する仕組
みを構築し、利用者にとって利便性が高く、
かつ競合他社が真似しづらい仕組み（＝参入
障壁）を構築するというアイデアが有効とな
る。具体的には、 S 字カーブ全体での収益
獲得に向けて、基礎・設計・量産技術の獲得
やプラントの安定運用、アフターマーケット
での運用保守マネジメント、循環経済までの
ライフサイクル全体のマネジメントなどの領
域で、エコシステムドライバーとしてソリュ
ーションを提供していく方法である。

戦略的な技術提携をすることで、素材性能
の差別化という「モノ」に加えて、ソリュー
ション提供という「コト」の領域での強みを
獲得することができる。マクロで見れば、先
進国よりも新興国の市場規模は大きく、また
成長性も高い。先進的な技術を保有する日系
企業は、素材という「モノ」に加えてソリュ
ーションという「コト」を新たな強みに、新
興国の市場をマザーマーケットとして獲得し
やすい現地企業との事業提携を行うことで、
市場シェアを長期・安定的に獲得できる可能
性がある。

材料業界以外の業界では、すでにこのよう
な戦略が採用されている。たとえば、ダイキ
ン工業は、アジアでトップの市場シェアを持
っていた格力（中国エアコン大手）と製造と
販売での事業提携することによって、アジア
の市場での展開に成功している。市場におい
て後発だったダイキン工業は、この事業提携
により、営業利益率20％を超える市場をつく
り上げた。当時、格力にとってインバーター
の技術・知財は事業に不可欠なコア技術であ

ったため、これらのソリューションとなる知
財が提携の動機として機能したのである。

このように、企業はエコシステムドライバ
ー形成に貢献する知財を提携の動機として提
供（オープン化）することにより、販売チャ
ネル獲得など事業のケイパビリティを得るた
めのエコシステム形成を図ることができる。
日系企業が取るべき戦略は、エコシステムド
ライバーとなるためのコア技術やソリューシ
ョン技術といった知財の強みを活かして、エ
コシステムを構築する新たなビジネスモデル
に早期に参入し、競争優位を先行的に構築す
ることである。

Ⅲ	 3 タイプ別の
	 ソリューション導入事例

ソリューション型のビジネスモデルの導入
は、日系企業より海外企業の方が進んでい
る。ここでは、第Ⅱ章で述べた大きな外部環
境変化に対応するうえで、素材タイプ別に俯
瞰するととともに日系企業への示唆について
考察する。

1	 汎用材料タイプの事例
脱炭素化の規制強化に向けて、顧客から見

てScope 1 となる素材の製造時のCO2排出量
データ開示が求められるようになっている。
このようなニーズに対応して、顧客に対して
自社素材のCO2排出量データを提供できるサ
ービスを提供している事例として、BASF社
や旭化成などの事例がある。

世界最大の化学企業であるBASF社では材
料データ（ 2 万品目）、プラントデータ（700
基）、電力データに基づく、1.5万以上の製造プ
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トパスポート）の取り組みが検討されてお
り、他分野に拡大することも予想される。

2	 優良材料タイプの事例
日本の素材企業では、技術の知見を有する

人材が重要顧客に対して技術営業（テクニカ
ルサービス）を行って顧客ニーズを収集し、
改善改良型の素材を提供するケースが多い。
この活動では、顧客との間で秘密保持契約を
結んだうえで、対象顧客にクローズして開発
品を提供するケースが多く、売上規模の拡大
が制約されるケースが見受けられる。

一方、海外企業では設計シミュレーション
ツールを提供し、自社材料の新規購買につな
げている事例が見られる。この際、自社の知
財を事前に提供することにより、多くの顧客
との間で制約がない取引の仕組みをつくって
いる。

たとえば、BASF社では、高機能プラスチ
ック事業において、コンピュータ支援エンジ
ニアリング（CAE：Computer Aided Engi-
neering）における広範な専門知識を顧客に
提供している。BASF社のバーチャルシミュ
レーション・ツールである「Ultrasim®（ウ
ルトラシム）」は、適合材料の選定、バーチ
ャルプロトタイプの開発から部品の生産プロ
セスの最適化まで、製造工程全体をカバーし
ている。

顧客は、BASF社が提供する材料が特定利
用用途においてどのような機能を発揮するか
を、素早く、正確に、高い信頼性をもって把
握できるとしている。これにより顧客の開発
時間が短縮され、複雑な試作品の製造コスト
削減が可能になるメリットを提供することが
できる。

ロセスを体系化した解析システム「SCOTT」
を提供している。BASF社はドイツのソフト
ウエア企業と提携し、材料を利用している顧
客が利用できる解析システムを外販してい
る。 4 万5000品目に及ぶ自社の化学製品の
CO2排出量データを提供し、CO2可視化によ
る自社製品のバリューアップを図っている。
将来的にこのシステムは、「Catena-X」（欧
州の自動車業界においてデータ共有ができる
企業間のネットワーク）とも接続可能として
おり、欧州域内はもとより国際的な利用にも
耐え得るサービスとなっていく可能性があ
る。

プロセス型タイプの素材では、製品性能の
みでは他社素材との差別化はしづらい。
BASF社の事例は、素材別のCO2排出量デー
タをあらかじめ欧州内でルールを決めた方法
で提供するサービスを付加することによっ
て、欧州外の競合他社に対して参入障壁を構
築している事例であり、CO2排出量の技術情
報サービスを顧客に対してソリューションと
して提供する仕組み構築により、顧客を獲得
しているモデルであるといえよう。

素材企業 1 社ですべての材料を提供できる
わけではない。このため将来的には、複数の
素材企業が協業することが予想される。この
際、どのようなデータを開示するかについて
の仕組み設定が重要になってくると思われ
る。すでに自動車分野においては、IMDS

（International Material Data System）が自
動車産業の素材情報の一元管理を行っている。

今後、ダイナミックなトレーサビリティ機
能が付加され、CFP（カーボンフットプリン
ト）を取り込むことも想定される。また、す
でに自動車産業ではDPP（デジタルプロダク
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今後、AIの進歩によってシミュレーショ
ンツールを安価でつくれるようになることが
予想され、自社の知財をシミュレーションツ
ールに実装し、顧客が利用しやすくなること
が期待される。さらに顧客は、素材の物性情
報の開示だけではなく、素材を部品として利
用する際の仕様、つまり加工された部材とし
ての機能データを求めている。このため優良
材料としての競争優位性を形成するには、部
品企業や組立を行う企業との間で提携し、自
社では確保できない部品加工ノウハウや製造
コストを削減する際の知識確保が重要とな
る。優良材料と使い方（＝ソリューション）
をセットで提供するエコシステムの構築が、
今後、重要になるといえよう。

3	 オンリーワン材料タイプの事例
素材業界に限ったことではないが、欧米系

企業の事業開発者や技術者と話をしている
と、自分たちが「モノ」だけをつくって売っ
ていても事業はスケールしないと考えている
ことが多い。それぞれの顧客の事業支援とな
る技術サービスをソリューションとして提供
することで、いわばエコシステムづくりを行
うことにより、購入の意思決定を促すという
考え方である。

技術サービスを提供するに当たって、ソリ
ューションがそのモノとの相互依存関係にあ
る場合には、ソリューションに関連する技術
の知財を提供（オープンに）することで、契
約により、モノの実質的な随意契約の関係性
を構築することができる。したがって、ソリ
ューションビジネスを提供する場合に、モノ
を購入する顧客との関係性を構築するには、
たとえば、そのモノを前提とした顧客の業務

プロセスに関する技術・知財を確立すること
が重要となる。そのため、ソリューションビ
ジネスの事業開発をするに当たって、顧客の
ニーズをしっかり把握するマーケティング機
能が必要となってくる。
「守りの知財戦略」とは競合他社に対する知
財戦略で、差別化および知財による事業リス
クを低減するために競合他社と競争関係にあ
る事業（主にモノの事業）で、特許とノウハ
ウを開発・取得して事業を保護する戦略をい
う。一方、「攻めの知財戦略」とは顧客を獲
得するための知財戦略で、顧客の事業の支援
となるソリューションにかかわる技術・知財
を開発・取得することである。ソリューショ
ン技術の知財を提供（オープンに）すること
で、契約によりモノと顧客の関係性を構築す
る戦略である

たとえば、半固体電池の24M Technolo-
giesという企業は、「攻めのオープン知財戦
略」の理想的な事業を行っている。24M 
Technologiesはドライ電極のコア技術を強み
に持ち、実質的なファブレスである京セラと
共同開発をすることで、特定のOEMなど事
業会社の縛りがない状況で量産技術の知財を
開発した。この知財を複数のOEMや電池メ
ーカーにオープン化して事業拡大に成功して
いる。すなわち、材料や部品というモノとし
て提供するのではなく、製造エンジニアリン
グ／コンサルティングというソリューション
サービスを提供することで、この技術の業界
におけるデファクト化を実現している。

このように、モノ売りから「モノ＋ソリュ
ーション」提供型にシフトするには、自社の
強みとして、素材（モノ）以外に、顧客を獲
得するためのソリューション技術・知財の強
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ーション型のビジネスモデルが重要になるこ
とを述べた。第Ⅲ章では主として海外企業の
事例を中心に、顧客の事業支援となる知財の
開発・保護まで拡大して、ソリューション型
のビジネスを展開するに当たり知財を活用し
たエコシステムを構築できる事例を見てきた。

第Ⅳ章では、第Ⅰ～Ⅲ章の検討結果を踏ま
え、素材企業のビジネスモデル革新の方向性
について考察した後、特に知財活用に注目し
てビジネスモデル革新を推進していくうえで
の課題と推進方策について提案していく。

1	 素材タイプと
	 ビジネスモデルの方向性

第Ⅲ章では、 3 つの素材タイプにおいて外
部企業とのエコシステムを構築し新規参入し
てくる競合企業に対する参入障壁（＝ビジネ
スモデル）の重要性を述べた。欧米系企業は
自社だけでは実現できない事業ケイパビリテ
ィを補うために、グローバルで事業効率の高
い企業と知財を活用して提携し、ビジネスエ
コシステムの構築に成功している。

外部企業との連携の方向性としては、戦略
①「素材産業間での同業他社との開発連携」、
戦略②「バリューチェーン上の他社との提
携」、戦略③「同業他社ならびに加工、代理
店、リサイクル企業を巻き込んだエコシステ
ム」の 3 つの戦略パターンがある。 S 字カ
ーブと 3 つの素材タイプで整理すると図 6 の
ように整理される。

パターン①は、素材企業間同士の提携であ
る。近年、異なる素材企業（たとえば金属と
樹脂）が技術提携し、異なる素材を組み合わ
せることによって新しいオンリーワン材料の
開発を図るケースが見受けられる。日本には

みの再定義と知財活用が重要となる。単なる
基礎研究の研究開発段階におけるモノの知財
を開発・保護するだけでなく、生産（設備）
技術、製造（量産エンジニアリング）技術、
ロジスティックス技術、アフター市場での運
用保守サービス技術、循環経済の技術など、
顧客の事業支援となる「コト」の知財の開
発・保護まで拡大して、顧客の事業支援とな
るエコシステムドライバーとしてソリューシ
ョンとなる知財を開発して提供（オープン
化）する「攻めの知財戦略」を取っていくこ
とが重要となる。

このように、知財を顧客との提携動機にす
ることで、自社では足りない事業ケイパビリ
ティを充足するエコシステムを構築できる。
オンリーワン材料タイプの事業では、ビジネ
スモデルのギアチェンジに必要となる不足能
力の獲得に向けて、知財活用が重要となって
いるといえよう。

以上、 3 つの素材タイプにおける事例を説
明した。欧米系企業では自社だけでは実現で
きない事業ケイパビリティを補うために、自
社の知財を提供することにより、ビジネスエ
コシステムを構築することに成功していると
いえよう。

Ⅳ	知財活用によるビジネスモデル
	 革新に向けての提案

第Ⅰ章では、事業ライフサイクル成長期か
ら成熟期になっても事業収益を拡大していく
ことが日本の素材企業の課題であることを述
べた。

第Ⅱ章では外部環境が激変する中でソリュ
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イプに該当する。また、成熟した汎用材料タ
イプの企業が事業統合して、工場などを一括
運営することでコストダウンを図るという方
向性も増加している。

以上をまとめると図 7 のようになる。日本
の素材企業としては、対象とする製品ライフ
サイクルによってパターンは異なるが、外部
企業と連携して新たなビジネスモデルを構築
することが、今後、重要になってくる。ビジ
ネスモデルの立案に際しては、既存の材料事
業とソリューション事業の 2 面の市場を捉え
て検討するプラットフォーム戦略（後述）を
構築することが望ましい。

上記のような企業間の提携は、相互にとっ
てメリットがないと成立しない。通常、提携
動機としては、①技術、②資金、③販路（ク
ロスセル）、④その他（業界知見獲得）など
がある。本稿では日本の素材企業の強みであ
る①技術（＝知財）に注目して、次節からは
知財活用によるビジネスモデル事業革新につ
いて考察していくこととする。

優れた技術を有する素材企業が多数存在する
ことから、これらの企業が研究開発時に提携
し、オンリーワン材料の開発を促進すること
で国際競争力アップに寄与すると思われる。

また優良材料タイプも、市場成長期に同業
他社間で材料仕様のデファクト化を図ること
によって、後発参入企業を排除する方法が存
在する。たとえば欧州系企業では環境規制に
かかわるルールを設定し、欧州域外からの製
品を排除していく方向性が見られる。

パターン②は、優良材料タイプが該当す
る。バリューチェーン上の素材企業と加工企
業／販売企業が提携することによって、素材
性能の差別化に加えて、加工レシピなどの技
術サービスを共同で開発し、顧客に提供する
ことによって他社との差別化を図ろうとする
タイプである。

パターン③は、同業他社ならびに川下の加
工、販路などのバリューチェーン全体の企業
を巻き込んだエコシステム構築である。サー
キュラー型のビジネスモデルの場合はこのタ

図6　素材タイプとビジネスモデルの方向性
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2	 知財活用による
	 ビジネスモデル事業革新

前節では自社の知財を活用（オープン化）
することによって外部企業と提携し、自社の
事業ケイパビリティを補うエコシステム構築
を行うことが今後の戦略の方向性であること
を述べた。日本の企業においてエコシステム
のドライバー機能として、知財を活用したソ
リューションサービスに関する提供をしてい
くという考え方の重要性ならびに実行してい
くうえでの課題と対応策について提案する。

従来からの守りの知財戦略は、技術開発の
成果を特許またはノウハウ秘匿で差別化する
狙いが中心であった。このため、これまで知
財を事業戦略・技術戦略策定後の「後工程」
として捉えてきた。一方、現状ではどの企業
と提携すれば狙いどおりのビジネスを描ける

かを先に戦略検討したうえで、提携する際に
必要な知財を明確に設計する必要がある。こ
のため、知財や無形資産は企業戦略の「前工
程（策定段階）」として機能することになる。

表 2 は、提携の動機として知財をオープン
化する狙いの類型である。

Open Type①は、提携先にオープン化し
た知財の改良知財の実施権と改良知財情報を
取得する類型である。たとえば、ボーイング

（米国）が各パーツメーカーに対して、飛行
機全体設計からの各パーツの仕様（知財）を
オープン化した事例がある。

Open Type②は、既存事業の市場シェア
が大きい企業へ量産技術の知財をオープン化
する、事業スケール拡大を意図した類型であ
る。たとえば、ダイキン工業が格力に対して
インバーターの知財をオープン化した事例が

図7　素材タイプ別の方向性
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図8　知財を活用したビジネスモデル革新に向けた課題と対応策

目指す姿 事業ライフサイクルに対応し持続的な収益を上げられる企業

日本の素材
企業の戦略方向性

外部企業を巻き込んで収益を得ら
れるエコシステムづくり

守り（既存製品の防衛）の知財から攻め（ビ
ジネスモデル構築）の武器としての知財活用

課題と
対応策案

ソリューション戦略 課題 1：エコシステムにおける知財活用ソリューション戦略立案

遂行能力 課題 2：クローズ・オープンにすべき自社の強みの明確化
課題 3：プラットフォームビジネスに必要な強みの獲得

人材育成 課題 4：ビジネスアーキテクトの育成

組織・管理 課題 5：組織・管理機能強化とコーポレートとしての事業構想力の向上

表2　提携の動機として知財をオープン化する狙いの類型

技術／
知財種類

既存事業 ソリューション事業
提携の動機として知財を
オープン化する狙い 事例

設計 量産 設計 量産

Open Type
①

自社／
他社連携 自社 ─ ─

提携先にオープン化した知
財の改良知財の実施権と
改良知財情報を取得する

● ボーイングが各パーツ
メーカーに対して、飛行
機全体設計からの各パー
ツの仕様（知財）をオー
プン化した事例

Open Type
②

自社／
他者連携 他社連携 ─ ─

既存事業の市場シェア大の
企業へ量産技術の知財を
オープン化して、事業ス
ケール

● ダイキン工業が格力に対
してインバーターの知財
をオープン化した事例

Open Type
③

自社／
他者連携

自社／
他社連携

自社／
他者連携 他社連携

バリューチェーンの下流で
の事業の市場シェア大の企
業へ量産技術の知財を
オープン化して、事業ス
ケール

● インテルが台湾マザー
ボードメーカーに対して
知財をオープン化した事
例

● 24Mが複数のOEMに対
して、電池製造の知財を
オープン化した事例

● 三菱ケミカルのメディア
新興企業へ知財をオープ
ン化した事例

Open Type
④

自社／
他者連携

自社／
他社連携

自社／
他者連携 他社連携

バリューチェーンの下流で
の事業の市場シェア大の企
業以外へ量産技術の知財
をオープン化して、利益分
布を手繰り寄せる

● バスラーがオン・セミコ
ンダクターなどにCMOS
センサーの知財をオープ
ン化した事例
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ここでいうビークルは、資本関係にある会
社型SPV（Special Purpose Vehicle）ではな
く、非ケイレツの企業との関係性を知財の契
約によって構築する契約型SPVである。ケイ
レツでは資本関係によりガバナンスを効かせ
やすいが、新興企業の台頭の影響によるライ
フサイクルの短縮化から、ダイナミックに事
業のケイパビリティを組み立てる必要性が増
えている。このような昨今の競争環境下で
は、事業のケイパビリティを得る関係性を知
財の契約で構築して、エコシステムでのガバ
ナンスを図ることが重要となっている。

ビジネスエコシステムとは、通常、相互依
存性のある補完的な製品・サービスを提供す
る企業群との提携を意味し、自前主義からの
脱却という意味合いが強く、ケイレツ企業以
外との提携が前提とされる。「攻めのオープ
ン知財戦略」では、知財の提供（オープン
化）によって、見返りとして自社に足りない
ケイパビリティを外部（非ケイレツ企業）か
ら取り込み、契約による非ケイレツ企業との
ガバナンスを構築しながら、自らの収益事業
の顧客および市場シェア獲得につなげていく
ことが肝となる。ビジネスエコシステムはエ
コシステム形成に大きな影響を及ぼすドライ
バーとして機能し、エコシステムのキースト
ーンとなり得るために必要なツールの役割を
担うものである（図 9 ）。

つまり、あたかも知財が顧客を乗せて自社
に運んできてくれるビークルのようなもので
ある。ビークルという視点に立つと、事業性
評価は収益額の多寡ではなく、獲得した顧客
数、つまりどれだけ n 数を増やせたかが重
要な尺度となる。

すなわち、「攻めのオープン知財戦略」と

ある。
Open Type③は、バリューチェーンの下

流における事業の市場シェアが大きい企業へ
量産技術の知財をオープン化する、事業スケ
ール類型である。たとえば、インテルが台湾
のマザーボードメーカーに対して知財をオー
プン化した事例や、24M Technologiesが複
数のOEMに対して電池製造の知財をオープ
ン化した事例、三菱ケミカルがメディア新興
企業へ知財をオープン化した事例がある。

Open Type④は、バリューチェーンの下
流での事業の市場シェアが大きい企業以外へ
量産技術の知財をオープン化して、利益分布
を手繰り寄せる類型である。たとえば、バス
ラーがオン・セミコンダクターなどにCMOS
センサーの知財をオープン化した事例がある。

日系企業にも「攻めのオープン知財戦略」
の重要性を認識している企業は多い。しかし
ながら、実践できていない企業が少なくな
い。その理由として 5 つの課題が挙げられる

（図 8 ）。これらの課題について整理するとと
もに、日本の素材企業がどう取り組むべきか
についての提案を行う。

課題1　�エコシステムにおける�
知財活用ソリューション戦略立案

ソリューション戦略立案の際に重要な点
は、多数の知財をまとめてエコシステムの構
成要素として活用できるようにする企業間連
携スキームの構築である。知財の活用の仕方
について、「ビークル（乗り物）」という言葉
を欧米系企業の事業開発者・技術者から聞く
ことがよくある。これは「攻めのオープン知
財戦略」を実践するうえで重要なキーワード
である。
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課題2　�クローズ・オープンにすべき�
自社の強みの明確化

「攻めのオープン知財戦略」を採用する際に
は、外部提携先に対する持続的な優位性をど
う確保するかが重要となる。通常、外部企業
との提携戦略を考える場合、図 9 に示したよ
うに知財活用によるソリューション戦略をま
ず立案しておくことが求められる。その後、
この共創戦略を進める際にクローズ・オープ
ンにすべき知財の特定が必要となる。

知財をオープンにするとしても、製造図面
をそのまま貸与するのではなく、24M Tech-
nologiesの事例のようにコア技術の製造機械
の設計は自ら行うなどして、他社が技術面で
追いつきにくい構造を形成しておくことが大
切である。たとえば、BASF社の事例にあっ
たように、素材企業がシミュレーションツー
ルを提供する場合においても、自社のカギと
なる材料の組み合わせや配合などは秘匿し
て、性能結果のみを提供するなどの工夫も重

は、「知財を利用して顧客のフロントで包括
的な支援を行うサービス事業戦略（＝エコシ
ステムドライバー戦略）」といえる。顧客が
事業に必要とする技術・知財をあらかじめ開
発し、その知財を顧客にサービスとして提供

（オープン化）すると同時に、提携相手が有
していない技術や知財を最大限活用し、ガバ
ナンスを効かせながらエコシステムを持続的
に形成できる戦略である。

マーケティング戦略に沿った全社方針（ビ
ジョン）を事前に設定して営業努力を行うこ
とはいうまでもないが、さらに、顧客の事業
支援（エコシステムドライバー）となるソリ
ューションの技術・知財を自ら開発し、その
知財を提携の動機づけとして活用して、自ら
不足している事業のケイパビリティを非ケイ
レツ企業から有利な立場で獲得（エコシステ
ム構築）することで、事業をスケールさせて
いくという考え方が「攻めのオープン知財戦
略」である。

図9　知財活用によるソリューション戦略立案
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かは、世界的なプラットフォーマーに共通す
るビジネスモデル上の課題である。提携企業
との共同開発では、改良した知財を外注先か
ら手に入れるといった考え方も存在する。

たとえばボーイングは、日系企業と契約を
結び、仕様書に準じて部品の製造を委託して
いる。そこで生まれた改良技術の所有権は日
系企業に属すが、事業として実施する行使権
はボーイングに戻す契約内容になっている。
ボーイングは報告の手前で、技術の細部をし
っかり調べ上げて機体製造のノウハウに活か
している。攻めのオープンな知財を活用し、
非ケイレツ企業の事業ケイパビリティを取り
込むことで事業効率性の高いファブレスとし
ながら、エコシステムでのガバナンスを図
り、製造ノウハウの蓄積を持続できる強い戦
略を採ることに成功している事例といえよ
う。

ここで、プラットフォーマーになれる 3 つ
の条件は、①顧客接点・販路を保有している

要となるだろう。
図10は、こうした戦略を 2 段階に分けたも

のである。日本の企業は、ステップ 1 の戦略
は立案していても、ステップ 2 のクローズ戦
略とオープン戦略それぞれにおいて、社外に
開示すべき情報と自社内で秘匿すべき強みの
弁別について事前設定があいまいなケースが
散見される。自社の強みは、自社の自己評価
だけでは明確にしづらい面もあり、気づきづ
らい傾向にある。しかし、自社では楽にでき
るが競合他社は真似できないことが強みとな
る。そしてそれこそが競合との差別化の源泉
となり、秘匿すべき強みと顧客獲得につなが
るため、あえてオープンにすべき強みの見極
めが今後の日系企業の課題となる。

課題3　�プラットフォームビジネスに�
必要な強みの獲得

課題 2 で提示したように、開示する情報と
秘匿する情報をどのように弁別して管理する

図10　知財戦略の立案に際しての検討ステップ

経営戦略

事業戦略

機能戦略

経営インフラ

ステップ 1   オープンな知財戦略による共創戦略は明確か

ステップ 2   クローズとオープンそれぞれの事業領域の強みが明確か

●共創戦略の目的は明確になっているか
●目標設定と目標達成時期のすり合わせはできているか
●代替案と比較した際の優先順位
⇒なぜ共創戦略でなければいけないのか 
⇒なぜ外部企業と共創戦略を実施するのか

●各機能における強みの源泉は何か
●各機能において相手企業と「共有すべきもの」「共有すべきでない
もの」は明確か

●各機能別の目標は明確になっているか
●各機能で最大限のシナジーを出すための基盤として何が必要か
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う電池パッケージの専門人材を、ジョブ型雇
用で外部からも含めて登用し新しいチームを
編成する必要がある。人事制度や報酬体系が
固定化している日系企業には、これがなかな
か容易ではなかった。ここも見直す必要があ
る。

一つの突破口として、日系企業全体で「ビ
ジネスアーキテクト」という役割への理解を
深め、その役割を担うポジションを設けて、
人的資本／組織開発の観点から人材を育成し
ていくという方策が有望である。

ビジネスアーキテクトとは、簡単にいえば
「ビジネスモデルを設計する専門家」のこと
である。具体的には、顧客に新しい価値を提
供するために、自社の既存事業を見直し・再
編したり、外部のパートナー企業と連携した
りしながら、自社のビジネス全体を再設計
し、どのようなソリューションビジネスを展
開するのが最適かを導き出す役割を有してい
る。

こと、②事業と事業をつなげたビジネスモデ
ル（ 2 面市場戦略）を保有していること、③
顧客からの要望に応じてソリューション／サ
ービス内容を進化させる能力を保有している
こと、である（図11）。素材企業がプラット
フォーマーになるには、自社が保有するカギ
となる材料技術を定義するとともに、顧客の
要望に対応できる新たなソリューションの強
みを、外部企業との提携により獲得する方策
立案が課題となる。

課題4　ビジネスアーキテクトの育成
日系企業の人事政策のあり方も、「モノ＋

ソリューションビジネス」へのシフト、それ
に必要な「攻めのオープン知財戦略」が進ま
ない遠因である。

前述した24M Technologiesのように、素
材の強みを持つ企業が顧客の課題解決のため
のソリューション技術として電池の量産技術
などを手がけるには、それまでの本業とは違

図11　プラットフォーム型の事業の成立の条件
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●事業と事業をつなげてのビ
ジネスモデル（ 2 面市場戦
略）が可能である

●顧客からの要望を収集
することによって、
新たな付加価値サービスを
生み出せる

●地域や顧客業界によって、製造メーカー A～ C
がすみ分けている

●モジュール化は進んでおらず、製造業 A～ Cが
営業／企画／設計／組立／集金を対応
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て、自社単独で展開していくのか、それとも
外部企業と提携した共創戦略を採用するかの
評価も重要となる。これらの構想策定・起案
をビジネスアーキテクトが行うことになる
が、個人的なスキル向上を待っていても十分
ではないだろう。

外部環境の情報を収集するマーケティング
機能、自社ならびに外部の技術について理解
している技術トランスレーター機能、ならび
にこれらの情報を融合して新規事業を発想す
るビジネスアーキテクトの機能を組織的に育
成・整備していくことが課題となる。

課題 1 ～ 4 を遂行するうえで、事業性評価
の組織管理上の問題が挙げられる。知財を活
用したソリューション事業で顧客を獲得し、
全社としての収益拡大が図れるのであれば、
短期的にはソリューション事業自体の収益性
が低くても構わないと考えることが望まし
い。

この考え方に立つと、単体での収益性が低
くても低価格でソリューションを提供するこ
とで円滑に新規顧客を獲得し、トータルでの
収益を狙うという戦略が正しい行動となる。
この戦略の実行に際して、どの単位をSBUと
して業績評価を行うかが課題となる。

日系企業では、「モノ」と「ソリューショ
ン」との 2 つの事業があれば、半ば競争しな
がら、双方で収益を上げるべきと考えがちで
ある。

ところが、「ソリューションビジネスによ
る利益が出ないので撤退すべきか」との相談
を受けることは少なくない。実際、競合やバ
リューチェーン上での顧客価値提供で存在感
のある他社の収益事業に対し、カギとなるソ
リューション事業で低価格戦略を取り、短期

シーメンス（ドイツ）などをはじめ、肩書
としてビジネスアーキテクトというポジショ
ンが存在する欧米系企業は多々ある。このよ
うに全社的な視点に立ってビジネスモデルと
知財を考えられる人がいないと、「攻めのオ
ープン知財戦略」はうまく進まない。

また、知的財産を各事業部が製品をつくる
ための「現場の固有資産」として考えるので
はなく、全社として成長するための「共有化
した武器」であるとの発想の転換も重要とな
る。ビジネスアーキテクト人材を育成すると
ともに、この人材が活躍できる文化・風土を
構築していくことが課題となる。

課題5　�組織・管理機能強化と�
コーポレートとしての�
事業構想力の向上

ビジネスアーキテクトには、技術の特性を
理解し、それを顧客価値に変換できる能力が
求められる。たとえば花王では技術者がマー
ケティングを兼任し、数多くのヒット商品を
生み出している。このような総合的な視点を
持つ人材が、経営企画部門や社長直轄のポジ
ションで事業全体を見渡しながら、基礎研究
ならびに製品開発の予算配分や知財を起点と
するソリューションビジネスへの投資意思決
定に関与し、企画・設計・実装ができる体制
づくりも課題となる。

新しい事業を構築するうえで、既存事業の
個別最適の視点ではなく全社最適での検討が
必要となる。この際、第Ⅱ章で述べたような
外部環境の変化を洞察し、全社としての事業
機会と脅威を常に考えて構想を起案していく
コーポレート機能が、今後ますます重要とな
る。さらに導出された事業機会／脅威に対し
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標管理するという考え方を見直すことが、今
後の大きな課題となる。従来、成功していた
やり方をソリューション型のビジネスモデル
に際して変えると、成功の復讐を受ける企業
も多いと思われる。

つまり、「事業部や機能組織を個々の単位
で独立に、当期の財務KPIパフォーマンスで
業績評価を行う」という考え方から脱却し、
既存事業と新たな事業をつないだ中長期戦略
を立案したうえで、エコシステムのガバナン
スを図るツールとして「オープン知財戦略」
を武器に、新しい分野を組織全体で追求して
いく、全体最適の組織管理方式への移行が当
該組織の課題となる。

3	 攻めのオープン知財戦略構築
	 に向けての提案

知財活用によるビジネスモデル革新を進め
るうえでの 5 つの課題を前節で述べてきた。
ソリューションビジネスの本質は、モノだけ
では伝わらない価値を顧客に認めてもらうた
めに、営業の役割・機能を拡張することであ
る。ソリューションビジネスでは、製品を提
供するだけでなく、顧客が抱える課題を理解
し、それに応える新たな価値を提案すること
で顧客との関係を深め、持続的な取引を確立
することを狙いとしている。ソリューション
ビジネスへの展開には、日系企業が長年蓄積
してきた「モノ」の知財に加えて、顧客獲得
に向けてソリューションの「コト」の知財を
エコシステムのガバナンスを図る武器として
活用すべきであろう。

最近は日系企業でもコーポレートガバナン
スコードの改訂で、知財を含めた無形資産の
活用を統合報告書にもまとめる必要があり、

間で市場シェアを急拡大できる可能性もあ
る。

顧客獲得狙いの事業は、顧客が獲得できる
のであれば「モノ」と「ソリューション」両
者の事業全体で見て収益性があればよいので
ある。日系企業がソリューションビジネスへ
の展開に出遅れてしまった一因は、この組織
管理上の問題にあると思われる。
「攻めのオープン知財戦略」を取り入れるに
は、事業性評価の範囲と評価尺度の軸を変え
る必要がある。

まず事業性の評価範囲の設定において、同
業他社だけが競合ではなくバリューチェーン
上で顧客に価値を提供し、市場シェアを持っ
ている企業はすべて潜在的な競合相手として
競争戦略を描くのが「攻めのオープン知財戦
略」立案時の競争優位の考え方である。こう
することで、いわゆるスマイルカーブの利益
最大点を自社に手繰り寄せることができる。
また、できるだけ高い市場シェアを持つ顧客
をターゲットとすることが戦略上重要であ
る。

次に評価尺度の軸としては、収益性だけで
なく、当初戦略として想定した新規顧客の獲
得などの目的に即した事項を設定することが
必要となる。日本の製造業では事業部制やカ
ンパニー制を導入し、特に1990年以降デフレ
経済であったため、カンパニー／事業本部／
事業部単位での個別収益を積み上げて業績評
価を行う、係数管理主導的な経営管理を強化
してきた。ソリューション型のビジネスモデ
ルへの展開を考える際、こうした旧来の業績
評価が革新の阻害要因となる可能性が高い。
モノの製造販売事業の業績評価の伝統的な考
え方、つまり機能組織を個別に財務KPIで目
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うえで、知財が有効な武器となる。すなわ
ち、非ケイレツの企業との提携動機にソリュ
ーションとなる技術・知財（特許、ノウハ
ウ）を開発・活用し、かつ、エコシステムで
主導するうえで非ケイレツ企業に知財を提供

（オープン化）することで、契約によるガバ
ナンスを効かせることが必要である。

また、課題 3 でも述べたように、ソリュー
ションビジネスを展開するに当たり、既存事
業とソリューション事業の 2 面の市場を捉え
てプラットフォーム戦略を採ることになる。
この際、課題 5 で述べたように、収益を上げ
る事業と顧客を獲得する事業とに目的を分け
て、顧客獲得事業だけで収益性を見るのでは
なく、両者で達成する事業性を評価するやり
方に変える必要があり、各事業での強みを形
成する技術戦略・知財戦略を策定する必要が
ある。オープン戦略では、組む相手の選定が
重要となる。技術・知財を活用してエコシス
テムを構築する共創戦略を立案する際に、オ
ープン化する条件を明確にしたうえで技術提
携先を選定することが求められる。

今こそ、日本全体でこのような強いビジネ
スモデルを構築するために、プロジェクトマ
ネジメントができるビジネスアーキテクト育
成の気運を高めてくことが重要である。知
財、つまり、自社で開発した差別化製品を他
社から「守るための資産」として狭く捉える
のではなく、ビジネスモデルを革新するため
の「攻めの武器」へと捉え直し、その活用を
推進する体制を全社として整備し「攻めのオ
ープン知財戦略」へ舵を切ることが、これか
らのビジネスの成否を分ける重要なポイント
の一つにすでになってきているのである。

本稿が日本の素材企業ならびに製造業全体

筆者のチームでも知財について相談を受ける
ことが増えている。経営者の知財に対する期
待は年々高まっており、ソリューションビジ
ネスの重要性も感覚として理解され始めてい
ると感じている。しかし、いまだに知財とソ
リューションの関係が不明確になっているこ
とが多い。今後は、本稿で提案してきたよう
に知財をビジネスモデル革新に活用すること
が日本製造業の競争力強化に不可欠となって
いる。

日系企業にとっての今後の課題は、推進方
法を体系的に理解し、実践することであろ
う。第Ⅱ章でも述べたように、外部環境が複
雑化している中で技術の未来予測が難しいと
いう状況下で、全社的な研究開発を統括して
いるCTO（最高技術責任者）の役割がます
ます重要となっている。

競合との差別化と顧客獲得の観点との両輪
でのコア技術の評価や、エコシステムをつく
るための技術開発に集中し、ガバナンスを効
かせながらエコシステム形成のチャンスとな
るビークルとなりそうな知財の創出や、計画
的な発掘を行うことが重要である。そのため
には、小規模な実験に果敢にかつ機敏に取り
組むことが効果的であろう。

日系企業は、社会課題の解決に貢献できる
差別化された製品開発を行いながら、同時
に、 S 字カーブの変局点を超えた成熟期に
おいても引き続き競争優位性を維持していく
ことが経営課題となっている。この課題解決
に向け、自社だけでは実現できない事業ケイ
パビリティを補うために、グローバルで事業
効率が高い企業と提携して新たなビジネスエ
コシステムを構築する必要がある。

外部企業とのエコシステム構築を実現する
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の競争力強化の一助になれば幸いである。
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